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最近の国内景気は緩やかに回復している。公共投資は、災害復旧工事などにより下げ止ま

っているが、減少基調に変わりない。住宅投資は、横ばい圏内で推移している。個人消費

は、雇用者所得の緩やかな改善に伴い底堅く推移している。設備投資は、企業収益の好転を

反映して増加している。また、輸出は中国向けの伸びが鈍化しているものの、堅調に推移し

ている。

●個人消費
５月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比△３．１％）は、１５ヶ月連続して前年を
下回った。百貨店（同△１．４％）は衣料品、
飲食料品などが減少し、前年を下回った。ス
ーパー（同△４．２％）は、主力の飲食料品、
衣料品などが減少し、前年実績を下回った。
●鉱工業生産
５月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、季
節調整済）は、１００．１となり、前月比（△２．３％）
は低下したが、前年比（＋０．９％）では上昇
した。前年比では電子部品・デバイス工業や
繊維工業などが低下したが、一般機械工業や
鉄鋼業などが上昇した。

●住宅投資
５月の新設住宅着工戸数は、１０２千戸（前

年比＋３．０％）と前年実績を上回った。持ち
家（同△３．１％）は減少したが、貸家（同
＋４．６％）および分譲（同＋９．５％）は増加し
た。１～５月の着工戸数累計は、４７０千戸
（前年同期比＋１．６％）となった。
●公共投資
５月の公共工事請負金額は、８，５８３億円

（前年比△０．４％）となり３６ヶ月連続して前年
割れとなった。１～５月の請負累計額は、５
兆１，５７４億円（前年同期比△６．３％）となっ
た。

全国経済の動き
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最近の道内景気は、概ね横ばいで推移している。個人消費は、大型小売店の売上高が減少

するなど弱含みで推移している。設備投資は、大手製造業の設備投資が下支えしているが、

多くの企業は慎重姿勢にある。公共投資は、引き続き減少基調にある。住宅投資は、住宅取

得減税の縮小などの影響から前年実績を下回って推移している。

●個人消費
５月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比△４．８％）は、３６ヶ月連続して前年を
下回った。百貨店（同△４．１％）は、気温が
低めに推移したことなどから衣料品や身の回
り品などが減少し、前年割れとなった。スー
パー（同△５．１％）は、主力の飲食料品、衣
料品などが減少し前年実績を下回った。
●鉱工業生産
５月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、季
節調整済）は、８８．０となり、前月比（△５．３％）
は２ヶ月ぶりに下回り、前年比（△４．２％）で
は３ヶ月連続して下回った。
前年比では、石油・石炭製品工業、一般機
械工業などが低下し、金属製品工業、木材・
木製品工業などが上昇した。

●住宅投資
５月の新設住宅着工戸数は４，８５５戸（前年

比△５．４％）となり、２ヶ月ぶりに前年実績
を下回った。貸家（＋５．５％）は前年を上回
ったが、持ち家（△１１．１％）および分譲
（△２５．７％）が前年を下回った。１～５月の
着工戸数累計は、１６，５６３戸（前年同期比
△６．２％）となった。
●公共投資
５月の公共工事請負金額は、１，１９０億円

（前年比＋５．７％）と６ヶ月ぶりに前年を上回
った。１～５月の請負金額累計は３，９９７億円
（前年同期比△１１．５％）となり、減少基調が
続いている。

道内経済の動き
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２

３

４

平成１７年４～６月期実績

前期に比べ、売上DI（△１４）は４ポ

イント、利益DI（△２２）は２ポイント

それぞれ上昇し、業況は幾分持ち直した

ものの低水準にとどまり、依然として厳

しさが続いている。

平成１７年７～９月期見通し

売上DI（△９）は５ポイント、利益

DI（△１５）は７ポイントそれぞれ上昇

し、業況はマイナス水準ながら、引き続

き持ち直しが見込まれる。

当面する経営上の問題点

「売上不振」（５６％）および「過当競

争」（５４％）が、ともに５割台半ばとなっ

た。続く「原材料価格上昇」（４１％）は製

造業では６割を占めるなど、素材価格の

上昇に苦慮する企業も多い。

原油価格の上昇について

「影響あり」と答えた企業（９４％）が

９割台半ばとなったが、同業者間の競争

などにより売上単価への転嫁はさほど進

んでいない。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
�第１７回定例調査
（１７年４～６月期実績、１７年７～９月期見通し）
�道内景気の現状と先行きについて
判断時点
平成１７年７月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５０ １００．０％
札幌市 １５２ ３３．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １００ ２２．２
道 南 ４７ １０．４ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７９ １７．６ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ７２ １６．０ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４５０ ５６．３％
製 造 業 ２２０ １２１ ５５．０
食 料 品 ８０ ４１ ５１．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３０ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ５５ ３０ ５４．５

非 製 造 業 ５８０ ３２９ ５６．７
建 設 業 １８０ １１７ ６５．０
卸 売 業 １００ ５７ ５７．０
小 売 業 １２０ ５７ ４７．５
運 輸 業 ７０ ３７ ５２．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２０ ６６．７
その他の非製造業 ８０ ４１ ５１．３

定例調査

業況は幾分持ち直すも低水準
第１７回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ３ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
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1 平成１７年４～６月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１４）は４ポイン

ト、利益DI（△２２）は２ポイント上昇し、

業況は幾分持ち直したものの低水準にとどま

り、依然として厳しさが続いている。

売上では、前年同期に比べ「増加」した企

業（２５％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（３９％）を差し引いたDI（△１４）

は、前期を４ポイント上回った。製造業（△１４）

は１ポイント低下したが、非製造業（△１４）

は１０ポイント上昇した。業種別では食料品製

造業、運輸業などで低下したものの、建設

業、小売業、ホテル・旅館業などで上昇した。

利益では、「増加」した企業（２１％）から

「減少」した企業（４３％）を差し引いたDI

（△２２）は、前期を２ポイント上回った。製

造業（△１５）は７ポイント、非製造業（△２４）

は３ポイントそれぞれ上昇した。業種別で

は、卸売業、小売業、運輸業で低下したもの

の、食料品製造業、建設業、ホテル・旅館業

などで上昇した。 （図１、図２、図３）

定例調査
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２

３

４

５

平成１７年７～９月期見通し（売上・利益）

売上DI（△９）および利益DI（△１５）は、

ともにマイナス水準ながら上昇し、業況は引

き続き持ち直しが見込まれる。

売上では、「増加見込み」企業（２０％）か

ら「減少見込み」企業（２９％）を差し引いた

DI（△９）は、４～６月期実績より５ポイ

ント上昇が見込まれる。製造業（△５）は９

ポイント、非製造業（△１１）は３ポイントそ

れぞれ上昇する見通しである。業種別に見る

と、鉄鋼・金属製品・機械製造業、小売業な

どでは低下が見込まれるものの、食料品製造

業、運輸業などで上昇が見込まれる。

利益では、「増加見込み」企業（１８％）か

ら「減少見込み」企業（３３％）を差し引いた

DI（△１５）は、７ポイント上昇が見込まれ

る。製造業（△５）は１０ポイント、非製造業

（△１９）は５ポイントそれぞれ上昇する見通

しである。業種別に見ると、食料品製造業が

プラスに転じるほか、すべての業種で横ばい

または上昇が見込まれる。

（図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」－「悪化企

業」）の４～６月期実績（△４）は、前期よ

り２ポイント低下した。７～９月期見通し

（△４）は同水準となる見込みである。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の４～６月期実績（＋６）

は前期同水準となった。７～９月期見直し

（＋３）は３ポイント低下が見込まれる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企

業」）の４～６月期実績（＋９）は前年より

４ポイント上昇し、在庫過剰感が幾分強まっ

た。７～９月期見通し（＋６）は、３ポイン

ト低下し幾分過剰感が薄れる見込みである。

（図４、図５、図６）

設備投資

４～６月期に設備投資を「実施した」企業

（３２％）は、前期に比べ６ポイント上昇し

た。製造業（３３％）は８ポイント、非製造業

（３２％）は５ポイントそれぞれ上昇した。７

～９月期見通しの「実施予定」企業（２６％）

は、６ポイント低下が見込まれるが、前年同

時期調査での「実施予定」企業（２３％）を３

ポイント上回っている。

（図７）

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「売上不振」（５６％）を挙げる企業が最多

となった。「売上不振」は製造業（５４％）、非

製造業（５７％）ともに５割台半ばとなり、特

に木材・木製品製造業やホテル・旅館業など

で高率となった。続く「過当競争」（５４％）

は、建設業では７割強を占めるなど非製造業

（６１％）では４業種でトップに挙げられた。

半面、製造業（３２％）では比較的過当競争の

影響は少ない。また、「原材料価格上昇」

（４１％）が鉄鋼・金属製品・機械製造業で８

割を超えるなど、製造業（６０％）を中心に問

題点として挙げる企業が多い。

（表３）
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６ 原油価格の上昇について

上記の設問で当面する経営上の問題点とし

て挙げられた「原材料価格の上昇」は、前期

より６ポイント上昇した。その要因のひとつ

には、このところの原油価格の高騰が考えら

れる。今般その実情を調査した。〈調査期日で

ある６月１５日のニューヨーク・マーカンタイル取引

所における原油価格（WTI）；１バレル＝５６．７０ドル〉

多数の企業が、燃料費や原材料価格の上昇

など“原油価格高騰の影響を受けている”と

回答したにも関わらず、同業者間の競争など

により売上単価への転嫁はさほど進んでいな

い。調査結果は次のとおりである。

（１）原油価格上昇の影響について

原油価格の上昇が道内企業にどの程度影響

を及ぼしているか、聞いた。「かなりの影響」

（２９％）と「やや影響」（６５％）を合わせると

「影響あり」（９４％）と答えた企業は９割台半

ばとなり、多数の企業が原油価格高騰の影響

を受けている。特に、木材・木製品製造業、

その他の製造業、ホテル・旅館業の３業種で

は全社が“影響あり”としている。

（表４‐１）

（２）影響を受けている事項（複数回答）

上記の設問で「影響あり」とした企業に、

影響を受けている事項を聞いた。「燃料費上

昇」（８０％）を挙げる企業が８割に達した。運

輸業では全社が“影響あり”としたほか、食

料品製造業、ホテル・旅館業などでも９割台

となり全業種において高率となった。続く

「材料仕入れ価格上昇」（４４％）は鉄鋼・金属

製品・機械製造業で８割弱となるなど、製造

業で５割を超えた。また「包装資材価格上

昇」、「流通コスト上昇」（ともに１９％）も２割

弱の企業が挙げた。

（表４‐２）

（３）影響を受けている企業の対応策

“影響を受けている”企業にその対応策を

聞いた。「すべて売上単価に転嫁」（２％）と

「ある程度売上単価に転嫁」（１７％）を合わせ

て「売上単価に転嫁」（１９％）していると答え

た企業は２割に満たない。売上単価に転嫁せ

ず「自社の合理化により吸収」（３６％）と答え

た企業は３割台半ば、「収益を圧迫するが、

自社の負担としている」（４４％）とした企業は

４割台半ばとなった。売上単価に転嫁してい

ない企業は合わせて８割となり、企業の厳し

い状況が浮き彫りとなった。

（表４‐３）
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項 目

全産業 製造業 非製造業

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３

前回
４～６
見通し

４～６７～９
見通し

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３

前回
４～６
見通し

４～６７～９
見通し

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３

前回
４～６
見通し

４～６７～９
見通し

売

上

増加 ２４ ２５ ２３ １８ ２５ ２０ ２９ ３２ ２１ ２４ ２５ ２１ ２３ ２３ ２３ １５ ２５ ２０

減少 ４１ ４０ ４１ ２９ ３９ ２９ ３４ ３０ ３４ １５ ３９ ２６ ４４ ４４ ４７ ３３ ３９ ３１

DI △１７△１５△１８△１１△１４△９ △５ ２ △１３ ９ △１４△５ △２１△２１△２４△１８△１４△１１

利

益

増加 ２１ ２４ １８ １３ ２１ １８ ２８ ２４ １８ １７ ２５ ２３ １８ ２４ １７ １２ １９ １６

減少 ４０ ４１ ４２ ３２ ４３ ３３ ３１ ３２ ４０ ２１ ４０ ２８ ４３ ４４ ４４ ３６ ４３ ３５

DI △１９△１７△２４△１９△２２△１５△３ △８ △２２△４ △１５△５ △２５△２０△２７△２４△２４△１９

資
金
繰
り

好転 ８ ８ ８ ４ ７ ７ １１ １１ １０ ８ １３ １３ ７ ７ ７ ３ ５ ５

悪化 １３ １１ １０ １０ １１ １１ ９ ５ ７ ９ １２ ８ １４ １４ １２ １３ １１ １２

DI △５ △３ △２ △６ △４ △４ ２ ６ ３ △１ １ ５ △７ △７ △５ △１０△６ △７

借
入
難
易

容易 １２ １３ １２ ９ １２ １０ １８ １４ １３ １１ １４ ９ １０ １２ ９ ７ １２ １０

困難 ７ ６ ６ ６ ６ ７ ３ ５ ３ ３ ６ ４ ８ ６ ８ ８ ６ ８

DI ５ ７ ６ ３ ６ ３ １５ ９ １０ ８ ８ ５ ２ ６ １ △１ ６ ２

在

庫

過多 １２ １０ １１ ７ １６ １１ ２０ １３ １５ １３ ２５ １５ ９ ８ ９ ５ １２ ９

過少 ４ ９ ６ ６ ７ ５ ６ ９ ６ ８ ７ ４ ３ ８ ３ ４ ７ ６

DI ８ １ ５ １ ９ ６ １４ ４ ９ ５ １８ １１ ６ ０ ６ １ ５ ３

設備投資
２６ ３２ ２６ ２６

（２６）
３２ ２６
（２５）

２３ ３１ ２５ ２１
（３３）

３３ ２２
（２９）

２７ ３２ ２７ ２８
（２３）

３２ ２７
（２４）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３４～６７～９

見通し

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３４～６７～９

見通し

１６年
７～９１０～１２

１７年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △１７ △１５ △１８ △１４ △１０ △１９ △１７ △２４ △２２ △１５ ２６ ３２ ２６ ３２ ２６（２６）

札幌市 △１０ △１３ △１４ △１８ △９ △１５ △１８ △１９ △１４ △５ ３０ ３３ ２８ ３２ ２８（２０）

道 央 △３ △６ △１４ ９ ２ △８ △２ △１７ △８ △１６ ２３ ２８ ２７ ４２ ３３（２６）

道 南 △１８ △３４ △２１ △２２ △３ △３２ △４４ △３６ △３４ △１５ ２７ ２９ １７ ３０ １７（３３）

道 北 △４５ △３６ △２４ △１９ △１９ △３８ △３８ △３９ △３１ △２２ ２９ ３５ ２８ ３３ ２６（２７）

道 東 △２６ △３ △２９ △２７ △１９ △２５ △６ △２６ △３９ △２８ ２０ ３２ ２０ ２０ １５（３２）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉業況の推移
（単位：％）

（ ）内は設備投資未定企業

定例調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
５６
（５６）

②
５４
（５３）

②
５６
（６０）

①
７０
（５０）

②
４３
（４０）

①
５０
（５８）

②
５７
（５７）

②
７０
（６８）

②
５６
（５９）

②
４６
（４０）

②
５１
（５４）

①
８０
（７４）

２９
（４７）

�過当競争
②
５４
（５２）

③
３２
（２９）

３２
（２６）

③
３５
（３５）

１７
（１３）

②
４７
（３８）

①
６１
（６０）

①
７３
（７０）

①
６０
（５０）

①
６５
（６８）

②
５１
（５９）

③
６０
（６８）

①
３７
（３４）

�原材料価格上昇
③
４１
（３５）

①
６０
（５２）

①
６３
（４８）

③
３５
（４２）

①
８３
（８７）

②
４７
（３８）

３４
（２８）

２６
（２６）

３３
（３８）

３２
（３４）

①
６５
（３４）

３５
（３２）

２９
（１１）

�販売価格低下 ４０
（３８）

３１
（３５）

１７
（３１）

②
４５
（３８）

２７
（３０）

②
４７
（３８）

③
４３
（３９）

③
５２
（４３）

③
３７
（３４）

③
３３
（３２）

３２
（３９）

②
７０
（７４）

③
３２
（３４）

�諸経費の増加 ２６
（２３）

２８
（２４）

③
３９
（３１）

１０
（１９）

２７
（１７）

２７
（２５）

２５
（２３）

１９
（１６）

１９
（１８）

２１
（２１）

４６
（４１）

３０
（２６）

②
３４
（３２）

�価格引き下げ要請 ２３
（２５）

２６
（２８）

１７
（１７）

２０
（３８）

③
３７
（３０）

３０
（３３）

２２
（２４）

２５
（２５）

３５
（２９）

７
（１３）

１９
（３９）

１５
（２１）

２２
（１９）

�人件費増加 １５
（１３）

９
（１０）

５
（７）

１０
（１２）

７
（７）

１７
（１５）

１７
（１５）

１３
（１６）

１８
（１３）

１９
（１６）

２４
（１５）

１０
（１１）

２２
（１５）

�資金調達 １０
（７）

１１
（５）

１２
（７）

１０
（１２）

１３
（－）

７
（３）

９
（８）

９
（８）

９
（５）

７
（６）

１６
（７）

１０
（２１）

５
（６）

	設備不足 ８
（１０）

１０
（１２）

１５
（１４）

５
（－）

３
（１７）

１３
（１５）

８
（１０）

－
（２）

２
（４）

１１
（１０）

１９
（２２）

３５
（４２）

１０
（１５）


代金回収悪化 ６
（５）

７
（３）

７
（５）

５
（４）

７
（－）

７
（３）

６
（５）

２
（３）

１９
（１３）

５
（６）

３
（－）

５
（５）

７
（６）

�人手不足 ６
（７）

５
（７）

７
（１４）

５
（－）

７
（１０）

－
（３）

６
（７）

６
（５）

４
（－）

２
（４）

８
（１７）

１０
（１６）

１５
（１１）

�その他 ４
（２）

７
（３）

１２
（７）

５
（－）

３
（３）

３
（－）

３
（１）

３
（１）

２
（－）

２
（１）

３
（－）

－
（－）

１０
（６）

〈表３〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�影響がある ９４ ９７ ９５ １００ ９７ １００ ９３ ９５ ９３ ８７ ９７ １００ ８５

（かなりの影響） （２９）（１８）（１８）（２０）（１３）（２４）（３３）（２２）（２１）（２３）（９２）（７４）（１８）

（やや影響） （６５）（７９）（７７）（８０）（８４）（７６）（６０）（７３）（７２）（６４）（５）（２６）（６７）

�影響はない ６ ３ ５ ― ３ ― ７ ５ ７ １３ ３ ― １５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�燃料費が上昇 ８０ ７７ ９０ ８０ ６９ ６６ ８１ ８５ ６６ ６５ １００ ９５ ９１

�材料仕入価格が上昇 ４４ ５３ ３２ ５０ ７９ ５５ ４１ ５５ ４２ ２９ １９ ３７ ３５

�包装資材価格が上昇 １９ ４０ ８４ １０ １０ ３１ １０ ３ １９ ２５ ８ ― ９

�流通コストが上昇 １９ ２２ １１ ４０ ２８ １７ １７ １４ ２６ １９ １９ １１ １５

�その他 ２ ２ ― ５ ３ ― ２ ― ― １３ ３ ― ―

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上単価に転嫁 １９ ２３ １５ ５ ４０ ２８ １７ １４ ３１ ２８ ６ ６ ６

（すべて転嫁） （２）（１）（―）（―）（―）（３）（２）（１）（８）（２）（―）（―）（―）

（ある程度転嫁） （１７）（２２）（１５）（５）（４０）（２５）（１５）（１３）（２３）（２６）（６）（６）（６）

�売上単価に転嫁せず ８０ ７７ ８５ ９５ ６０ ７２ ８１ ８５ ６９ ６８ ９１ ９４ ９４

（合理化により吸収） （３６）（３０）（３９）（２１）（２７）（２９）（３８）（４２）（３５）（２８）（３１）（４４）（５２）

（自社の負担増） （４４）（４７）（４６）（７４）（３３）（４３）（４３）（４３）（３４）（４０）（６０）（５０）（４２）

�その他 １ ― ― ― ― ― ２ １ ― ４ ３ ― ―

〈表４‐１〉原油価格の上昇について
（単位：％）

〈表４‐２〉影響を受けている事項（複数回答）
（単位：％）

〈表４‐３〉影響を受けている企業の対応策
（単位：％）

定例調査
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1

２

３

1

２

３

道内景気の現状判断

道内景気が「回復している」とみる企業

は少数にすぎず、「悪化している」とみる

企業は３割台半ばとなった。「横ばい」とみ

る企業も６割強に達し、道内景気は停滞し

ている、とみる企業が多い。

道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年中」

とみる企業は１割台半ば、「来年中」とみ

る企業は３割台半ばとなった。半数の企業

は「再来年以降」とみており、景気回復へ

の足どりは重い。

景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、６割強の

企業が「公共投資の動向」を挙げた。「個人

消費の動向」を挙げる企業が６割弱で続い

た。最近の原油価格高騰を反映し「原油価

格の動向」を挙げる企業も５割台半ばとな

った。

道内景気の現状判断

道内企業が景気の現状をどのように判断し

ているか、聞いた。「回復している」とみる企

業（２％）は少数で、「緩やかに悪化してい

る」および「急速に悪化している」とみる企

業を合わせ「悪化している」とみる企業（３６％）

は３割台半ばとなった。「横ばい」とみる企業

（６２％）も６割を超えるなど、道内景気は停

滞している、と判断する企業が多い。

＜表５＞

道内景気の回復時期

道内景気の回復時期については、「今年

中」とみる企業（１４％）は１割台半ば、「来

年中」とみる企業（３６％）は３割台半ばとな

った。半数の企業（５０％）は「再来年以降」

とみており、道内景気の回復への足どりは重

い。 ＜表６＞

景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「公共投資

の動向」を挙げる企業（６１％）が６割強とな

った。建設業で８割に達したほか、鉄鋼・金

属製品・機械製造業など多くの業種で上位を

占めた。「個人消費の動向」を挙げる企業

（５９％）が６割弱で続いた。食料品製造業お

よび小売業では約８割の企業が挙げたほか、

ホテル・旅館業などでトップとなった。続く

「原油価格の動向」（５４％）は運輸業で９割弱

と突出したほか、ホテル・旅館業が７割を占

めるなど最近の原油価格高騰を反映し、各業

種とも高いウエイトとなった。

なお、「中国経済の動向」を挙げる企業

（２０％）は「アメリカ経済の動向」を挙げる

企業（１１％）を大きく上回り、道内企業の中

国経済への関心の高まりを裏付けている。

＜表７＞

特別調査

道内景気、回復への足どり重く
道内景気の現状と先行きについて

要 約
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〈表５〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している ２ ３ － － ３ ７ ２ ３ ２ ５ － － －

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （２）（３）（－）（－）（３）（７）（２）（３）（２）（５）（－）（－）（－）

�横ばい状態である ６２ ６４ ７１ ５５ ７０ ５６ ６１ ６０ ５９ ６３ ５７ ６０ ６８

�悪化している ３６ ３３ ２９ ４５ ２７ ３７ ３７ ３７ ３９ ３２ ４３ ４０ ３２

（緩やかに悪化） （３１）（３２）（２９）（４０）（２７）（３７）（３０）（２７）（３４）（３２）（３２）（３５）（２９）

（急速に悪化） （５）（１）（－）（５）（－）（－）（７）（１０）（５）（－）（１１）（５）（３）

景気判断DI�―� △３４ △３０ △２９ △４５ △２４ △３０ △３５ △３４ △３７ △２７ △４３ △４０ △３２

〈表６〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成１７年 １４ １８ １７ ６ ２７ １７ １３ ８ ２６ １７ １２ １０ ８

（６月以前） （２）（３）（－）（－）（３）（７）（２）（３）（２）（５）（－）（－）（－）

（７～９月） （３）（６）（５）（６）（８）（７）（３）（－）（８）（３）（６）（－）（３）

（１０～１２月） （９）（９）（１２）（－）（１６）（３）（８）（５）（１６）（９）（６）（１０）（５）

�平成１８年 ３６ ３６ ４０ ５３ ２７ ２９ ３５ ２７ ４１ ４２ ３２ ４５ ３９

（１～３月） （２）（１）（－）（－）（－）（４）（３）（１）（４）（３）（－）（５）（８）

（４～６月） （２２）（２６）（３３）（３５）（２３）（１４）（２０）（１５）（２４）（２７）（１７）（２５）（１８）

（７～９月） （９）（７）（７）（１２）（４）（７）（９）（８）（９）（７）（１２）（１０）（１０）

（１０～１２月） （３）（２）（－）（６）（－）（４）（３）（３）（４）（５）（３）（５）（３）

�平成１９年以降 ５０ ４６ ４３ ４１ ４６ ５４ ５２ ６５ ３３ ４１ ５６ ４５ ５３

特別調査
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〈表７〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�公共投資の動向
①
６１

②
５１ ２９

②
５５

②
７０

①
６０

①
６５

①
８０

①
６７

③
４９

③
５７ ４０

①
６１

�個人消費の動向
②
５９

①
６１

①
８１

②
５５ ４０

①
６０

②
５８ ４１

②
６５

①
７９

②
６０

①
７５

②
５６

�原油価格の動向
③
５４

③
５０

③
５１ ４０

③
５０

③
５３

③
５５

③
４１

②
６５

②
５１

①
８９

②
７０

③
４９

�国内景気の動向
④
４５

③
５０

②
５４ ３０

①
７３ ３３

④
４３

②
４９ ４９ ２８ ４３ ５０ ３７

�低価格化の強まり
⑤
３４

⑤
３３ ３２ ２５ ３７ ３７

⑤
３４ ３０ ３５ ３３ ３５

③
６５ ３２

�雇用の動向 ２２ １８ ２０ ２０ ３ ３０ ２３ ２０ ２３ ２５ ２７ ２０ ３２

�住宅投資の動向 ２１ １９ ―
①
７５ １０ １７ ２１ ３２ ２８ １４ １１ ５ １０

�中国経済の動向 ２０ ２６ ２２ ３５ ２３ ２７ １８ １４ ２１ １８ ２４ １５ ２４

	設備投資の動向 １８ １５ ５ １０ ３７ １０ １９ ２８ １８ ７ ２４ １０ １２


金融機関の融資姿勢 １７ １６ １２ １０ １７ ２３ １７ ２２ ２１ １１ １４ ２０ １０

�金利の動向 １５ ２３ １７ １５ ３３ ２７ １２ １１ ９ １８ ８ １５ １０

�アメリカ経済の動向 １１ １５ ２０ ５ １０ ２０ ９ ６ １４ ９ ８ １０ １５

政局の動向 １０ ４ ７ ― ３ ３ １２ １４ ７ １１ １１ ３５ ７

�規制緩和の動向 １０ ５ ５ ― ３ １０ １２ ９ ９ １４ ３２ ５ ５

�株価の動向 ８ ８ ７ ― ７ １７ ８ ９ ４ １２ １１ ５ ２

�地価の動向 ８ ３ ２ １０ ３ ― ９ １２ ４ １１ ８ ― １２

○内数字は業種内の順位

特別調査
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道内企業の業況は、春先からの低温や原油価格の高騰などマイナス要因がありましたが、

幾分持ち直しました。厳しい経営環境の中で明確な経営方針のもと、営業体制の見直しや新

商品の開発など、業績改善に努力している企業が多く見られました。

今後の道内景気については、公共投資の減少や原材料価格の上昇などの不安要素もあり、

大半の企業は先行きに慎重な見方を示しています。原油価格の高騰による資材価格や燃料費

の値上がり分の価格転嫁はなかなか難しく、企業収益を圧迫していることがその背景にある

ようです。このような状況の中で、新幹線着工に注目する、という企業が目立ちました。将

来の北海道の産業構造を変える大型プロジェクトに期待感が高まっています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．業況および今後の方針

●＜食肉加工業 ２社＞

首都圏での新規参入など全国的な羊肉の需

要増大に伴い、売上は堅調であるが、仕入れ

価格が高騰している。ブーム後の新商品の開

発、販売も考慮している。

●＜水産加工業＞

利益率の高い高価格商品が低迷しているた

め在庫が膨らみ、資金繰りを圧迫している。

また取引先より値下げの要請も強まってい

る。

●＜道路設備製造業＞

低価格、高品質、短納期が求められている

が、材料代や原油価格の急激な上昇など、中

小製造業を取り巻く経営環境は厳しい。時代

の流れとともに、環境も変わるので新しい人

事考課制度を導入し、人材の能力を最大限に

活かせる環境づくりに励む。

●＜特殊車両製造＞

業績改善の大きな要因は過去２年間に及ぶ

生産体制の見直しと、それに基づく明確な改

善計画の実施、営業力の強化を目指した教育

研修の実施にある。また顧客のニーズに合っ

た新製品の開発にも着手し、営業上の話題づ

くりにも取組んだ。

●＜分譲マンション建設・販売＞

札幌圏とそれ以外の道内地方都市の経済基

盤の格差、景気回復感の違いが出てきてい

る。分譲マンションの販売は札幌地区では順

調に推移しているが、道内地方都市では前期

（１７年１～３月）に比べ鈍化傾向にある。ま

た札幌圏では事業用地として適している物件

に、デペロッパー各社が競合することが多

く、土地の価格が上昇し、収益を圧迫する要

因となりつつある。

●＜土木建築業＞

設備投資の需要が少なく、売上、利益とも

に厳しさが続く。人員削減を主とした経費削

減については既に着手済み。パイの縮小に対

し、一部合併等の動きもあるが全体として業

者数は横ばいで、過当競争は続くと思う。

●＜橋梁塗装業＞

防錆技術の開発、普及と足場工法をより安

経営のポイント

北海道新幹線の着工に期待感
〈企業の生の声〉
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全に低コストで提供できるように研究し、売

り込んでいく。

●＜建設業＞

取引先の経営状況、自社の資金力、金融機

関との関係などを常に把握し、総合的な判

断、方向性を決めていかなければならない。

社外では新規顧客の開拓や既存顧客のアフタ

ーサービスの大切さを再認識する。社内では

人材の育成、社員の高齢化対策が急務であ

る。

●＜建築工事業＞

公共工事は少なく、競争が激しい。民間工

事、個人住宅建築も少ない。異業種へ進出す

るにも、資金とノウハウが不足している。事

業を縮小するか、他社との統合・合併等を選

択するか迷っている。

●＜農業用資材卸売業＞

インターネットの活用による社内情報伝達

の迅速化により売上が増加した。

●＜スポーツ用品店＞

郊外に大型店が次々に出店し、供給過剰状

態である。さらに少子化により売上の苦戦が

続いている。

●＜寝具販売業＞

地方における過疎化、各企業の事業縮小が

収入の減少につながっている。さらに春の低

温等も加わり町の景気はより一層冷え込んで

いる。

●＜燃料販売店＞

売上高は伸びているが、原油価格の上昇分

をすべて転嫁できず、粗利益率は低下してい

る。パートの活用など、経費を圧縮するとと

もに、顧客のニーズに合わせた商品およびサ

ービスの提供をしていく。

●＜婦人服等小売業＞

道北地方では５月の低温の影響で春、初夏

もの衣料品販売が低迷し在庫が増えている。

宝石貴金属、健康器具など天候に左右されな

い商品を販売し、本格的に秋冬ものが動き出

すまで努力する。

●＜コンビニエンスストア＞

異業種、特にドラッグストアが当店で扱う

商品を安売りしており、売上が減少してい

る。

●＜商品自動車輸送＞

燃料価格の高騰と積載効率の悪化によりコ

ストが増加し、収益を圧迫している。規制緩

和による過当競争は今後も続くと思われ苦慮

している。

●＜農産物運輸業＞

一次産品輸送を主体としている当社にとっ

て、昨年の自然災害が大きく影響している。

加えて軽油価格上昇等が経費を押し上げ、利

益率の低下につながっている。

●＜農産物運輸業＞

売上は増加傾向にあるが、燃料価格の高騰

および環境対策等による設備更新など、諸経

費の増加により利益確保は非常に難しい。今

後はコスト増加分の運賃転嫁および輸送効率

アップによる売上増、また人件費も含めた経

費削減により利益を確保しなければならない。

経営のポイント
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●＜バス会社＞

沿線人口の減少や少子化、マイカーの普及

などにより利用客が減少し乗合バス収入は、

今後も減少する。利用客のニーズに沿ったサ

ービスに努めるとともに、引き続き関係自治

体に働きかけ、生活交通路線の維持を要請す

る。

●＜運輸業＞

４月に施行された個人情報保護法は輸送業

務（機密書類の収集運搬）にも大きな影響を

もたらし、顧客からのセキュリティレベルの

要求は高くなっている。今後は営業成果が期

待できる引越し分野と個人情報保護法に対応

する事業分野へより力を注ぐことで、従来の

公共工事関連に依存した事業内容からの転換

を図っていきたい。

●＜都市ホテル＞

直接予約やインターネットによる販売が単

価の下落を助長している。

●＜温泉ホテル＞

岩盤浴など少額の投資で付帯売上げの増加

と集客力の強化ができた。高単価の客層の集

客に努め、単価下落に歯止めをかけたい。

●＜建設機械等リース業＞

原価圧縮、顧客満足度のアップ、企画提案

力の向上、建設関連業者との協業事業を強化

して、現状打開の糸口を探っている。このよ

うな点からM&A・業務提携による商圏の確

保、グループ企業営業体制の強化、リニュー

アル・リフォーム市場へ進出していく。

●＜レジャー施設＞

本州大手の進出に伴いシェア争いが生じつ

つあり、売上、利益とともに打撃を受けてい

る。札幌への進出など店舗展開を積極的にお

こなう。

●＜飲食店＞

焼き鳥専門による多店舗経営を進めてき

た。札幌市内ではブランド力も定着し業績は

好調である。首都圏進出を視野に入れた店舗

展開を予定。

２．原油価格の高騰について

●＜水産加工業＞

原油価格の上昇により、購買力の低下や個

人消費の減少は避けられない。包装資材、流

通等の製造コストは月単位で上昇し収益を圧

迫している。コストが最小限になるよう、各

メーカーと協議しながら取り組みたい。

●＜建設業＞

材料仕入価格の値上がりを売上単価に転嫁

できない。資材業者、下請関連業者と価格交

渉し協力を得ているが必要あれば業者の変更

も検討する。

●＜管工事業＞

原油高騰により、管材類をはじめとする資

材機器が急激に値上がりしている。仕入れル

ート、仕入先の変更等を行い、取引先の競争

意識を高める。

経営のポイント
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●＜セメント卸売業＞

売上数量の減少を単価の上昇で少しカバー

できるため、当社にとっては有利である。

●＜木材・建材卸売業＞

原油価格高騰の影響は、特に海上運賃のか

かる輸入製品において大きく、価格に転嫁さ

せるには供給過剰にならないことが不可欠で

ある。当面は道内の在庫を注視しながら取り

扱い数量を抑えていく。

●＜コンビニエンスストア＞

エアコンを２４時間作動させているため、燃

料費の上昇は影響が大きい。

●＜食料品輸送業＞

軽油価格の度重なる値上がりが経費を増大

させ、収益を圧迫しているほか、資金繰りに

も負担がかかっている。運賃に転嫁出来ない

ため自社内で吸収努力はしているが限界を超

えている。今後は荷主に運賃転嫁、もしくは

一定期間ごとの価格調整をお願いする。

●＜商品自動車輸送＞

売上高の１０％から２０％が燃料代なので直接

影響を受けている。省エネ運転の徹底や作業

効率の改善、低燃費車輛の使用、運賃改訂な

どを検討する。

●＜運輸業２社＞

軽油の値上がりは運送業界を直撃してい

る。運送距離の見直し、アイドリングストッ

プ運動などで節約しているが限度があり、運

送単価に転嫁要請をしていかざるを得ない。

国等がもっとエネルギー政策に力を入れて

欲しい。

●＜運輸業＞

トラック輸送にとって原油価格の動向が

即、利益に反映される。走行距離を最小限に

するため、長距離フェリー等を利用してい

る。

●＜運輸業＞

代替燃料のない運送業者にとって、原油価

格の高騰はもはや許容できる範囲にない。経

費増により粗利益が２％弱押し下げられた。

コストアップを運賃に転嫁できない状況にな

いことは異常だと思う。

●＜産業廃棄物処理業＞

仕入れ単価は大幅に上昇したが、工場部門

において省エネルギー対策を行い、一定の成

果を収めた。

３．景気の現状と先行きについて

●＜木材・木製品製造業＞

昨年の台風で風倒木処理がこの先３年間く

らいあると見込まれる。しかし現場が遠いた

め、予想外の経費がかかり利益につながるか

どうか不透明である。

●＜土木建築業＞

道内景気は全国レベルでの輸出好調の恩恵

も少なく、公共投資の減少、民間設備投資の

低迷から引き続き明るさが見えず、当面は横

ばいとなろう。新幹線着工も明るい話題であ

るが、測量調査が着手したばかりの現段階で

は景気刺激効果は大きくは期待できない。国

内景気の回復が道内に波及するのは、早くて

来年以降になろう。

経営のポイント
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●＜建設業＞

道内景気は平成１７年度内の拡大は難しい。

公共事業などの景気対策は期待できず、民間

部門の中から明るい兆しが出てくることを期

待する。新幹線工事が始まるので、どのよう

な形で道内需要に影響を与えるか注目してい

る。

●＜土木工事業＞

道南は新幹線着工による公共事業に期待し

ている。地元企業がどれだけ参加できるかは

不明であるが、ビジネスチャンスは多くある

と思う。

●＜木材住宅建築＞

官庁および企業の人件費見直し等により、

住宅ローン支払いに対して不安を抱く顧客が

多くなっている。

●＜分譲マンション建設・販売＞

札幌圏以外の道内市町村の経済は、公共投

資依存型の体質から未だ脱却しておらず、主

力の建築・土木は厳しい状況にある。これが

雇用不安と個人消費不振を招き、悪循環を起

こしている。しかし昨今の市町村合併の動き

の中から新しい官民共同の取り組みも出てき

ており、回復基調を示すものと考えられる。

●＜米穀店＞

高齢化による社会の消費スタイルの変化は

思ったより大きい。物流の一元化が進み、飲

食店、ホテル向け販売は大手へ集中し、地方

の不景気感は強まる。

●＜運輸業＞

道外企業を誘致し雇用の場を増やす一方、

道内企業ももっと研究開発の努力をして北海

道独自のものを道外へ積極的に発信するな

ど、道政も道民も景気が悪いからとあきらめ

ずにもっと努力すべきである。

●＜コンクリート二次製品運輸業＞

公共投資の増加は望めず、新規の顧客開拓

に奔走しているが、受注価格を下げなければ

なかなか参入が困難な状況にある。

●＜都市ホテル＞

本州からの観光客が減少を続ける中、花の

名所を観光客にアピールするなど、外国人観

光客を中心に力をいれていきたい。

●＜コンピューターソフト開発＞

道内の産業は主たる農・漁・観光に集中投

資をすべきである。規制緩和はもとより、国

・道の積極的な資金投下も必要だ。

経営のポイント
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「産消協働」と北海道米

○北海道経済と「産消協働」

北海道経済は幾分持ち直しの兆しがあるものの、依然として低水準で推移しており、全国の他

地域に比べ回復が遅れている。その要因の一端は北海道の産業構造にあり、また結果として北海

道の域際収支（移輸出－移輸入）は、２兆３千億円の移輸入超過となっている。今後北海道が自

立するためには、この産業構造の転換と域際収支改善が不可欠であるが、改革には相当な時間を

要しよう。

これに対して、現在北海道庁が提唱している「産消協働」は、域際収支を大きく改善するだけ

でなく、比較的容易に取組むことが出来る活動である。例えば道内の自給率が５％増加した場

合、域際収支は１兆円ほど改善すると見込まれている。（道庁試算）

この「産消協働」とは

①「生産者」：地域資源を活かしたモノ・サービスづくりに励み、消費者ニーズに応える

②「消費者」：北海道産にこだわりを持ち、道産品を優先する

③このような「協働」を通じて活力ある自立した地域社会をつくる

という活動のことであり、これに呼応するように本年２月には経済・農林水産関連６団体から成

る「北海道産業団体協議会」（北産協）が設立され、「産消協働」に向けた枠組みが整いつつあ

る。

農・水産物を中心とした一次産業は北海道の「強み」であり、その品質や安定した産出量から

既にブランド化しているものも多い。従って「食」を通じた「産消協働」は北海道にとって優位

性があり、且つ道内経済の活性化にも資するものである。また身近な点から取組むことが出来る

テーマであり、道民としても真剣に検討すべき問題ではなかろうか。

○道民の米消費について

しかし、日本人の主食である「米」に関して考えると、北海

道は水稲作付面積、収穫量ともに全国第１位（平成１６年産）で

あるのに対し、道民の北海道米消費率は低迷している。図表１

はいわゆる「米どころ」と呼ばれる地域の自県産米消費率と道

内の比較であるが、他地域が約９割となっているのに対して、

北海道は約６割にとどまっている。

そこで本レポートでは、北海道米の現状や問題点、および北

海道米消費拡大に向けた方向性などについて考察する。

北海道 ５８％

秋田 ９６％

宮城 ９８％

山形 １００％

新潟 ８８％

茨城 ８８％

レポート

北海道米の消費拡大に向けて

図表１「米の主産地における自道
県産米消費率（１４年産）」
（資料：農林水産省）
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北海道米の現状

○北海道米の品質、食味

財）日本穀物検定協会が毎年実施している

食味ランキングによれば、北海道米は５段階

評価において特Aに次ぐ「A」ランクとなっ

ている。これは全国的に知られる新潟岩船産

コシヒカリなどと同等のランクであり、北海

道米は高い評価を得ている。

また科学的に食味を分析する際、重要視さ

れるのが「蛋白含有率」であり、府県産米で

は６～７％程度が一般的（一般に低いほうが

良食味）とされている。そこで北海道米につ

いてこの蛋白含有率を調査したところ、７％

を切る水準のものが多数存在し、中には新潟

のコシヒカリと並ぶ水準のものも存在するこ

とがわかった。一方、平均値については品質

のバラツキが見られ、結果として７％強とな

ったが、この数値も「あきたこまち」などと

大差がなく、北海道米の品質は相応の水準に

あると言える。

○市場の評価

消費者の北海道米に関する評価を見ると、

一般家庭に関しては、前述の道民の北海道米

消費率に見られるように約４割が府県産米を

食べており、その評価は必ずしも高いとは言

えない。しかし図表２の通り、北海道米を食

べていない理由については「昔から府県産米

を食べている」「かなり以前に食べておいしく

なかった印象を持ち続けている」ケースが大

勢を占めている。

一方、近年消費が拡大している中食および

外食産業に対するヒアリング調査（図表３）

では、北海道米の改善すべき点として「老化

備考構成比全体回答項目

１年以内

２～３年前

４～５年前

６～９年前

１０年以上前

「きらら」発売の頃

「ゆきひかり」発売の頃

「ほしのゆめ」発売の頃

計

５４ １５．１％

２６ ７．３％

６０

７９ ２２．１％

９９

３２ ９．０％ Ｓ６３年

２７．７％

４ １．１％ Ｓ５９年

３ ０．８％ Ｈ８年

１６．８％

３５７ １００．０％

図表２ 北海道米を食べない理由
（資料：ホクレン農業協同組合連合会）

「食べてみたがおいしくなかった」という
回答の人が食べた時期

図表３ 道産米の改善すべき点（当行調査）
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性＝時間とともに味が劣化すること」「品質安

定」「ブランドイメージ」などが挙げられ、北

海道米全般に関する課題も少なくない。

○道民が普段食べている米の品種

これらの評価の結果、現状道民が食べてい

る米の銘柄は図表４の通りとなっており、中

でも品質的には北海道米と大差ないと考えら

れる「あきたこまち」が約１３％を占めるなど、

道民の府県産米食率の高さが見て取れる。

北海道米の問題点

○イメージの問題

では、なぜ品質や食味の機関評価と市場の評価にギャップが生まれるのであろうか。これには

北海道米生産の歴史的な背景やイメージが関係していると考えられる。北海道米栽培の主要なテ

ーマは当初「厳寒に耐え得る品種によって安定した収穫を上げること」であった。このため昭和
また

４０年代後半に入り減反政策が実施される頃になると北海道米は「ねこ跨ぎ米（ねこも食べずに跨

いでいってしまうまずい米）」などと揶揄されたという。しかしその後、品種改良の主眼は「食

味」に移され、関係者の懸命な努力によって「きらら３９７」が誕生し、また平成に入ると「ほし

のゆめ」「ななつぼし」などの良食味品種が次々投入され、ここ数年の間に北海道米の品質は格段

に向上した。

しかし、前述のように道内

の一般家庭においては「昔か

ら府県産米を食べている」「か

なり以前に食べておいしくな

かった」というケースが多

い。このために実際の品質と

消費者のイメージの間にギャ

ップが生じていると考えられ

る。

またイメージは取引価格に

も大きな影響を与える。図表

５は米の主要品種の品質と小

売価格をマップにしたもので

図表４ 道民が食べている米の銘柄
（資料：ホクレン農業協同組合連合会）

図表５ 品質と価格の相関（農林水産省データ等より推計）
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あるが、新潟産、特に魚沼産「コシヒカリ」は高いブランドイメージを背景に高価格で取引され

ている。一方、茨城産「コシヒカリ」宮城「ひとめぼれ」等は高品質ながら比較的“お買い得”

な価格となっており、このことから北海道米についても、消費者から支持されるイメージ形成が

重要であると考えられる。

○品質のバラツキ

北海道米には新潟産コシヒカリに勝るとも劣らない品質のものも存在する。しかし、その品質

は他の府県産米とくらべ相当な幅があり、このことが中食・外食産業からの「品質が安定してい

ない」という指摘につながっている。原因としては、北海道の稲作地域が、北は留萌管内の初山

別村から南は道南の松前町まで、気候や土壌が大きく異なる地域に広がっていることなどが影響

していると考えられる。

問題点改善に向けた取組み

○ホクレン農業協同組合連合会（ホクレン）の取組み

以上のように北海道米には、イメージ・品質のバラツキに関する課題がある。このような状況

の中でホクレンでは、特に品質のバラツキを軽減するため次の施策を実施している。

①北海道独自の仕分けとして、整粒歩合８０％・精米蛋白値６．８％以下という厳しい水準を課した

「高品質米仕分集荷」を実施

②また精米蛋白値が８．５％以上のものについては別仕分けを実施し、加工用として販売すること

によって、食味の平準化を促進

③平成１２年より人工衛星を用いて地域毎の米の蛋白含有量を推計し地図化する「衛星リモートセ

ンシング」を実施

また各地の農協においても品質向上に向けた特徴ある産地形成への取組みがなされており、例

えば「北いぶき農協」の沼田支所では一ヶ所の施設で「沼田産米」を全量集荷し、これを雪の冷

気を利用した貯蔵庫に保管して品質を維持するなどの施策が実施されている。

○研究機関の取組み

道内には３ヶ所の道立農業試験場と国の北海道農業研究センターがあり、品質改善に向けた研

究が行われている。これらの研究成果として、近年「ふっくりんこ」「おぼろづき」といった良食

味の品種が誕生したほか、現在育種中の品種の中にも「コシヒカリ」レベルのものがあり、特に

中食・外食産業の指摘する「老化性」の問題に関しては徐々に改善へ向かうものと考えられる。

○行政の取組み

一方イメージ向上に関しては、道庁内に設置された「北海道米食率向上戦略会議」が中心とな

って、道内各地で北海道米の試食や各種PR活動を実施し改善に取組んでいる。
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北海道米消費拡大に向けて

さて以上のように「生産者」側では消費者ニーズに応える新たな努力を開始している。では

「産消協働」の視点に立った場合、「消費者」側には何が求められるだろうか。

○家庭において

家庭においては、北海道米を食べていない場合、まずは「味わってみる」ことが必要である。

北海道米には広く知られている「きらら３９７」「ほしのゆめ」「ななつぼし」に加え、道南地方で栽

培されている良食味米「ふっくりんこ」や近年アトピーへの効果が研究されている「ゆきひか

り」、もちもち感が特徴の低アミロース米「あやひめ」など様々な品種があり、また産地によっ

ても個性豊かな米が揃っている。現在食べている府県産米も含めて、家庭でも利き酒ならぬ「利

き米」を実施してみてはどうであろうか。

○企業（中食・外食産業）において

北海道米は価格面での競争力がある。また品種によっては洋食等の料理適性が高いものも存在

するほか、全般的な品質についても近年では格段に向上している。したがって業務用で北海道米

を試していないケース、あるいは試してから数年経過している場合は、再度北海道米が利用でき

ないか検討してみる価値があると思われる。

結び

北海道米の消費拡大は北海道の「強み」である農業の振興に直接つながるのみでなく、先に示

した道内自給率向上に伴う域際収支改善によって、道内経済活性化という間接的な効果ももたら

す。

北海道民として、また北海道の企業として、「産消協働」の一環である北海道米消費拡大に取

組む意義は大きいと考える。
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１３年度 ９２．８ △６．６ ９０．８ △９．１ ９４．６ △４．９ ９１．６ △８．４ ９１．７ △３．７ ９１．８ △６．１
１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ ０．０ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．４ １．５ １００．６ ４．１ ９５．１ ０．１ １０２．６ ３．８ ８７．６ △０．２ ８７．７ ２．７

１６年１～３月 ９３．５ ０．２ ９８．９ ６．９ ９３．３ △１．７ １００．７ ７．０ ９０．３ △３．５ ８９．９ △１．３
４～６月 ９３．８ △０．２ １００．８ ７．２ ９４．４ １．２ １０３．３ ７．１ ８９．８ △３．２ ９０．０ △０．８
７～９月 ９４．４ ０．４ １００．７ ６．４ ９４．７ ０．０ １０３．０ ６．３ ８９．８ △４．７ ９１．５ ０．８
１０～１２月 ９４．７ ０．３ ９９．８ １．８ ９４．８ △０．９ １０２．１ １．６ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年１～３月 ９５．３ ０．５ １０１．５ １．４ ９７．２ ２．７ １０２．５ ０．６ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
１６年 ５月 ９２．８ △５．１ １００．５ ３．８ ９３．４ △５．７ １０３．５ ４．４ ９１．１ △２．８ ８９．９ △１．３

６月 ９４．４ ４．４ １０１．０ ９．１ ９６．９ ５．１ １０３．４ ８．６ ８９．８ △３．２ ９０．０ △０．８
７月 ９４．４ ０．４ １０１．１ ６．２ ９５．６ １．９ １０３．９ ７．４ ８９．４ △３．４ ８８．２ △３．５
８月 ９６．２ ４．１ １００．８ ９．６ ９５．４ １．９ １０２．５ ７．６ ８９．６ △３．５ ９０．０ △０．８
９月 ９２．６ △２．９ １００．２ ４．０ ９３．２ △３．５ １０２．６ ４．１ ８９．８ △４．７ ９１．５ ０．８
１０月 ９５．４ ０．６ ９９．１ △０．９ ９５．５ △２．０ １０２．０ △１．３ ９０．６ △１．５ ９０．５ ０．３
１１月 ９４．２ △０．１ １００．２ ４．４ ９４．６ △０．８ １０２．３ ５．１ ９１．４ ０．２ ９０．８ △０．３
１２月 ９４．６ ０．４ １００．０ １．９ ９４．３ ０．２ １０２．０ １．１ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年 １月 ９６．８ １．１ １０３．２ ２．０ ９７．３ ２．３ １０４．３ ０．４ ９２．２ ０．３ ９１．４ ２．５
２月 ９６．５ １．３ １００．８ １．０ ９７．９ ３．３ １０１．３ △０．１ ９１．８ ０．２ ９２．６ ３．３
３月 ９２．５ △０．６ １００．６ １．２ ９６．３ ２．７ １０２．０ １．４ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４月 ９２．９ △２．４ １０２．５ ０．３ ９４．２ ０．１ １０４．８ ０．６ ８９．３ △１．８ ９２．３ １．１
５月 ８８．０ △４．２ １００．１ ０．９ ８８．８ △３．７ １０２．０ △０．３ ８７．７ △３．７ ９２．３ ２．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１３年度 １，０４９，６４３ △３．６ ２２２，２１１ △２．９ ４１０，４００ △０．８ ９５，７６０ △０．３ ６３９，２４３ △５．４ １２６，４５１ △４．８
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８３２ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８６３ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２６，０４３ △４．５

１６年１～３月 ２４９，３６７ △５．７ ５２，７５７ △２．２ ９１，７９４ △８．８ ２１，９０２ △１．１ １５７，５７３ △３．９ ３０，８５５ △３．０
４～６月 ２４３，９７９ △５．６ ５１，６４５ △３．９ ８５，５３６ △５．８ ２０，８７２ △３．０ １５８，４４３ △５．５ ３０，７７３ △４．６
７～９月 ２４４，３４９ △３．７ ５１，８６４ △３．４ ８６，１８６ △４．０ ２０，７４０ △３．０ １５８，１６３ △３．６ ３１，１２４ △３．６
１０～１２月 ２７５，７５３ △５．２ ５８，４０９ △４．５ １０２，３８９ △４．９ ２５，０２２ △３．８ １７３，３６４ △５．４ ３３，３８７ △５．１

１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，９１４ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，２２９ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８５ △４．７
１６年 ５月 ８１，９９９ △５．２ １７，２６４ △３．５ ２８，１５９ △６．２ ６，９６９ △２．４ ５３，８４１ △４．７ １０，２９５ △４．２

６月 ８０，２７５ △６．４ １７，１４９ △５．０ ２８，１５９ △６．２ ６，８８２ △５．４ ５２，１１６ △６．５ １０，２６７ △４．６
７月 ８６，４８１ △２．３ １９，３５４ △１．５ ３２，０９１ △０．９ ８，５３６ △０．８ ５４，３９０ △３．２ １０，８１９ △２．１
８月 ７９，３２５ △５．８ １６，５３９ △５．３ ２５，９９８ △６．８ ５，９４０ △４．７ ５３，３２７ △５．３ １０，６００ △５．７
９月 ７８，５４３ △３．１ １５，９７１ △３．５ ２８，０９７ △４．８ ６，２６５ △４．２ ５０，４４６ △２．１ ９，７０６ △３．０
１０月 ８３，５８０ △３．８ １７，８３３ △４．２ ３０，６６５ △３．１ ７，３２３ △３．５ ５２，９１５ △４．１ １０，５１０ △４．７
１１月 ８０，４３８ △８．２ １７，６１０ △５．３ ２９，６５０ △７．６ ７，４９１ △５．４ ５０，７８８ △８．６ １０，１１９ △５．２
１２月 １１１，７３４ △４．０ ２２，９６６ △４．２ ４２，０７３ △４．３ １０，２０８ △２．８ ６９，６６１ △３．８ １２，７５７ △５．３

１７年 １月 ８５，８８９ △２．７ １９，３０５ △１．２ ３１，０９０ △２．３ ７，８３６ ０．７ ５４，７９９ △３．０ １１，４６９ △２．６
２月 ６９，５９０ △７．４ １５，１６７ △６．７ ２４，２０４ △６．８ ５，８８９ △７．２ ４５，３８６ △７．８ ９，２７８ △６．３
３月 ８６，７６５ △４．０ １７，４４２ △４．５ ３２，５０１ △４．５ ７，５０３ △３．２ ５４，２６４ △３．８ ９，９３９ △５．５
４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１４８ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９１７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２３１ △３．６
５月 ８０，８１４ △４．８ １７，１５１ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８４８ △１．４ ５３，８０４ △５．１ １０，３０３ △４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― ２７ ―



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１３年度 ４１９，９７９ △２．９ ６８，８３７ △１．７ ９８．９ △１．１ ９８．９ △１．０ １２５．１３ １１，１３４
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９

１６年１～３月 ９７，８６３ △１．９ １７，１０３ △２．１ ９７．６ △０．４ ９７．８ △０．１ １０７．２２ １１，７１５
４～６月 １０３，４８８ △３．１ １７，９４４ △１．４ ９８．２ ０．０ ９８．０ △０．３ １０９．６９ １１，８５９
７～９月 １１４，７６０ ２．６ １９，３８７ １．１ ９８．２ ０．３ ９８．１ △０．１ １０９．９１ １０，８２４
１０～１２月 １０６，７９２ △１．５ １８，４５８ △１．１ ９８．７ １．０ ９８．５ ０．５ １０５．８９ １１，４８９

１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９
１６年 ５月 ３５，１４８ △１．８ ６，０４０ △０．９ ９８．１ △０．３ ９８．０ △０．５ １１２．３５ １１，２３６

６月 ３５，２５０ △５．５ ５，９９７ △３．８ ９８．４ ０．４ ９８．２ ０．０ １０９．４７ １１，８５９
７月 ３９，１３０ ６．６ ６，７５５ ６．５ ９８．０ ０．２ ９７．９ △０．１ １０９．３６ １１，３２６
８月 ４０，０９１ １．６ ６，６２５ △１．０ ９８．２ ０．３ ９８．０ △０．２ １１０．３６ １１，０８２
９月 ３５，５３９ △０．３ ６，００７ △２．１ ９８．４ ０．５ ９８．３ ０．０ １１０．０１ １０，８２４
１０月 ３５，６１２ △１．０ ６，１１０ △１．１ ９８．７ ０．９ ９８．８ ０．５ １０８．９２ １０，７７１
１１月 ３４，０２１ △２．４ ５，９５５ △１．３ ９８．８ １．３ ９８．６ ０．８ １０４．９０ １０，８９９
１２月 ３７，１５９ △１．１ ６，３９４ △０．９ ９８．６ ０．８ ９８．１ ０．２ １０３．８４ １１，４８９

１７年 １月 ３２，５８６ △２．０ ５，７１９ △１．９ ９８．０ ０．５ ９７．６ △０．１ １０３．２１ １１，３８８
２月 ２９，９３１ △３．３ ５，３３４ △２．８ ９７．６ ０．０ ９７．４ △０．３ １０４．８８ １１，７４１
３月 ３３，４８８ △３．３ ６，１３０ △１．５ ９８．１ ０．３ ９７．７ △０．２ １０５．３１ １１，６６９
４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９
５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１３年度 ２００，５９３ △１．７ ５４，４１６ △２．６ １０１，５５６ △２．７ ４４，６２１ ２．０ ４，７３８，７０１ △１．７
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２

１６年１～３月 ５７，８６５ △３．４ １５，８７１ ２０．４ ２７，１０６ △１８．４ １４，８８８ １０．２ １，４６６，８１６ １．８
４～６月 ４５，９１６ △４．５ １２，３７０ ４．０ ２１，２２１ △１２．７ １２，３２５ ４．０ １，００５，６７４ △３．３
７～９月 ４７，２４４ △０．４ １３，４４０ ２．３ ２２，４３９ △１．２ １１，３６５ △２．２ １，１７７，２３３ ２．３
１０～１２月 ４０，２０４ ０．８ １０，８９８ △３．６ １８，９９７ ６．１ １０，３０９ △３．５ １，１１０，９８２ ３．２

１７年１～３月 ５５，７２４ △３．７ １４，４３９ △９．０ ２７，３６６ １．０ １３，９１９ △６．５ １，４４７，５３２ △１．３
１６年 ５月 １３，９２１ △１２．０ ３，８５３ １．９ ６，１８３ △２５．８ ３，８８５ ５．０ ３１９，０１８ △６．４

６月 １７，３５１ △０．２ ４，７００ △２．２ ８，５３７ ０．８ ４，１１４ ０．２ ３８４，７５８ △２．８
７月 １７，９７１ △０．７ ５，１１５ ８．６ ９，０１１ △１．５ ３，８４５ △９．４ ４３０，５２５ １．２
８月 １１，７４８ １．２ ３，２６４ △２．９ ５，６７０ １．７ ２，８１４ ５．１ ２９１，４０３ ４．３
９月 １７，５２５ △１．２ ５，０６１ ０．０ ７，７５８ △２．８ ４，７０６ ０．２ ４５５，３０５ ２．２
１０月 １３，４３５ △６．３ ３，３１３ △１３．７ ６，６６９ ０．７ ３，４５３ △１０．８ ３４９，４７４ △５．４
１１月 １４，７３４ ８．９ ４，１１５ １０．７ ７，０４６ １３．６ ３，５７３ △０．９ ３９０，１３４ ９．７
１２月 １２，０３５ ０．０ ３，４７０ △７．４ ５，２８２ ４．０ ３，２８３ ２．４ ３７１，３７４ ５．６

１７年 １月 １０，７４７ ０．７ ２，８３６ △１１．６ ５，１３２ １２．１ ２，７７９ △３．８ ３２３，７５４ △１．２
２月 １４，７２５ △３．７ ３，６６８ △１４．０ ７，０３３ １．９ ４，０２４ △２．４ ４４０，０１６ △０．４
３月 ３０，２５２ △５．２ ７，９３５ △５．５ １５，２０１ △２．７ ７，１１６ △９．６ ６８３，７６２ △１．９
４月 １５，２８７ ４．４ ３，７６７ △１．３ ７，３３６ １２．８ ４，１８４ △３．３ ３２９，００４ ９．０
５月 １４，５７１ ４．７ ３，８３０ △０．６ ６，８１９ １０．３ ３，９２２ １．０ ３４４，１５５ ７．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２８ ―



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１３年度 ４７，８８１ △４．０ １１，７３２ △３．３ １，６４０，６３０ △５．７ １９２，９７６ △７．８ １０６，６２３ △１２．６
１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５

１６年１～３月 ８，１５１ １２．７ ２，６７０ ５．４ １７５，５３６ △３３．１ ３０，９０１ △１８．８ ３０，２１０ １．８
４～６月 １５，１１５ △６．３ ３，０１６ △３．７ ４３２，００４ △５．４ ３７，８２４ △１０．４ ２８，３０３ １１．９
７～９月 １３，８７７ ５．０ ３，１６８ ９．４ ３７３，４６６ △５．６ ３９，０１３ △１２．４ ２８，８４７ ３．８
１０～１２月 １２，０４０ △９．０ ３，０３６ △０．１ １７６，３３６ △１．４ ３１，３０６ △１５．２ ２８，０８２ １．１

１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４
１６年 ５月 ５，１３１ ４．９ ９８９ ０．９ １１２，６３６ △１６．２ ８，６１６ △２３．２ ８，６５４ ８．８

６月 ５，６１１ １．６ １，０６６ △７．４ １５５，７８４ △９．２ １３，６６７ △２．２ １０，７６０ １０．４
７月 ４，７１８ ９．０ １，０６５ ７．８ １５３，６６２ ０．０ １３，３６４ △２０．６ ８，０９３ ０．３
８月 ４，７２１ ９．０ １，０２１ １０．５ １１９，５３５ △１１．５ １２，０６１ △２．６ ８，１０９ ５．４
９月 ４，４３８ △２．７ １，０８３ １０．１ １００，２６９ △６．３ １３，５８８ △１１．４ １２，６４６ ５．０
１０月 ４，２２９ ７．４ １，０６１ １．５ ９３，０６９ ２．６ １２，５５８ △２２．４ ８，０３３ △９．９
１１月 ４，０７６ △１８．０ ９８６ ０．２ ５４，９２６ １１．２ ９，６９７ △４．２ ９，８５７ １５．１
１２月 ３，７３５ △１３．５ ９８８ △２．０ ２８，３４１ △２６．９ ９，０５１ △１４．６ １０，１９３ △０．９

１７年 １月 ２，１４２ １１．６ ９４９ ６．９ １３，９５６ △３８．０ ６，６２４ △１２．６ ７，５５６ ４．８
２月 ２，４８５ ９．４ ８５３ ０．４ １１，６７１ △５８．７ ６，６０５ △３．２ ９，３２９ ７．２
３月 ２，４８９ △３７．１ ９０８ △２．７ １１４，７０５ △８．１ １５，９８３ △３．１ １６，１７４ １３．２
４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５
５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ － －

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１３年度 １３，３８１ ３．９ ０．４７ ０．５６ ５．９ ５．２ ７９９ △１１．０ １９，５６５ ４．１
１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７

１６年１～３月 ２，８２３ △７．０ ０．５１ ０．７６ ６．９ ５．０ １５２ △２９．０ ３，６６９ △１７．７
４～６月 ３，０６２ △０．７ ０．５２ ０．８０ ５．６ ４．８ １６３ △１４．７ ３，４０３ △２１．４
７～９月 ３，９８７ △４．５ ０．５６ ０．８５ ５．３ ４．７ １１０ △２４．１ ３，３１０ △１４．１
１０～１２月 ２，９２３ △２．８ ０．５９ ０．９０ ５．４ ４．４ １３６ △０．７ ３，２９７ △８．８

１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５８ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４
１６年 ５月 １，０６９ ０．８ ０．５２ ０．７９ ５．６ ４．８ ５０ △１８．０ １，０８９ △２５．０

６月 １，１５２ △５．５ ０．５２ ０．８３ ↓ ４．６ ４９ △１４．０ １，０７８ △２１．９
７月 １，２５２ △５．７ ０．５４ ０．８４ ↑ ４．８ ３８ △２０．８ １，１２３ △１８．４
８月 １，４４９ △５．２ ０．５６ ０．８４ ５．３ ４．７ ２７ △５０．０ １，０９７ △１３．３
９月 １，２８５ △２．５ ０．５７ ０．８６ ↓ ４．６ ４５ ４．７ １，０９０ △１０．１
１０月 １，１４５ △１．７ ０．５８ ０．８９ ↑ ４．７ ４８ ４．３ １，１２４ △１７．８
１１月 ８７０ △３．０ ０．５８ ０．９１ ５．４ ４．４ ４０ △１１．１ １，０６４ △４．５
１２月 ９０８ △３．９ ０．６２ ０．９０ ↓ ４．１ ４８ ４．３ １，１０９ △２．０

１７年 １月 ８６５ △０．１ ０．６４ ０．９１ ↑ ４．５ ５４ １０．２ １，０２２ △１３．５
２月 ９２７ △１．１ ０．５６ ０．９１ ５．９ ４．７ ６４ ４２．２ １，０１４ △１２．５
３月 １，０１６ △０．４ ０．５３ ０．９１ ↓ ４．８ ５０ △１３．８ １，１４０ △１４．２
４月 ８２２ △２．３ ０．５３ ０．９４ － ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５
５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９４ － ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２９ ―
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